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　今回は，人事制度や人事施策の

根幹をなす等級制度について，現

場の声を交えながらお伝えさせて

いただきます。

　等級制度とは，社員を「能力」

「業務」「役割」などに基づいて格

付けする制度のことですが，この

制度があることで，「部長とはど

のような人か」といったことが明

確になるため，その定義に応じた

評価基準や賃金水準を決めること

ができます。

　また，育成の際には「キャリア

パス」として，採用の際には「求

める人物像」として機能するため，

人事を実施するうえでは必要不可

欠な制度なのです。それでは，等

級制度のポイントについて見てい

きましょう。

何を基準に格付けするか

　等級制度を構築する際には，ま

ず何を基準に社員を格付けするか

を決めます。その基準は，一般的

に，「能力」「業務」「役割」の 3

つがあり，それぞれ「職能資格制

度」「職務等級制度」「役割等級制

度」と呼ばれています。

　特徴としては，「能力」を基準

にすると保有能力は勤続年数に比

例する傾向があるため「年功主義」

となり，「業務」を基準にすると

遂行業務の価値を評価するため

「成果主義」となり，「役割」を基

準にすると与えられた役割を果た

していたかを評価するため「行動

主義」となるということが挙げら

れます。

　現在，注目されている同一労働

同一賃金を実現するためには，職

務等級制度を採用することになり

ますが，この制度は日本ではおそ

らく最も導入が難しい制度です。

なぜなら，例えば，ベテラン社員

にとっては，「チームをまとめた

り，人材育成をしたりするよりも

自分で仕事をするほうが断然稼げ

る」というようなことになり，日

本企業において非常に重要なチー

ムワークが機能しなくなる可能性

があるからです。

　このようなことから，基本的に

は，「能力」や「役割」で格付け

することをお勧めします。

　ちなみに，前回お伝えした通り，

人は仕組みに従って意思決定する

ため，能力を基準にすると自らの

能力向上に意識が向き，役割を基

準にすると自らの行動に意識が向

くようになります。

　例えば，人材育成や技能承継に

課題のある企業では，役割を基準

にして，管理職者に「人材育成」

を役割として与えることで，人材

育成という行動が表出することを

促していきます。

　もちろん，経営課題は企業によ

り異なるので，設定すべき等級基

準を検討するためには，現状把握，

つまり現場志向型コミュニケーシ

ョンが重要となることはいうまで

もありません。

そもそも管理職とは何か

　何を基準に格付けするかを決め

たら，実際に職種別に等級基準を

設定していくことになりますが

（中小企業では職種別設定が基本），

新たに等級基準を設定するときに

こそ考えていただきたいのが，「管

理職とは何か」ということです。

　ちなみに，弊社のヒアリング調

査では，「リーダーシップを発揮

できる方，コミュニケーション能

力の高い方に管理職をやってもら

いたい」という声が多いです。お

そらく，「今はそうなっていない」

ため，こういった意見が多いもの

と考えられます。

　もし，今まで，年功序列で役職

を任命したり，実務の成果や能力

だけをもとに役職を任命したりし

ていたとしたら，見直す必要があ

るかもしれません。つまり，「20

年選手は育成ができて当たり前」

とか「名選手は名監督である」と

かといった考え方が，自社には合

っていなかった可能性があるとい

うことです。

　ただし，高度な専門性を要求さ
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れる業務があり，専門的な能力さ

え発揮してくれれば問題ないとい

う場合には，非管理職から管理職

へ昇進するコースに加えて，非管

理職から専門職に昇進するコース

も設計するという方法（複線型人

事制度）もあります。そうするこ

とで，マネジメント能力があまり

なくても，実務の専門性を追求し

続ける社員も報われることになる

のです。

等級と役職を分離せよ

　ところで，等級を役職と混同さ

れている方がいますが，実際には

異なります（便宜上，そのような

説明がなされる場合もあります）。

　通常，等級は「 1等級， 2等級

…」などと表現され，役職は「部

長，課長…」などと表現されます

が，中小企業では，等級と役職は

分けておくのがお勧めです。

　例えば，中途入社の営業部員に

取引先へ与える印象などを考慮

し，能力的には満たなくても，入

社時から課長などの役職を与える

ことはないでしょうか。このよう

な場合，既存の社員，特に他部署

の社員は，「なんで営業部にだけ

管理職が多いのだろうか。この会

社は，営業部員以外は，給料アッ

プは見込めないのだろうか」など

と考えていることがあります。

　そこで，等級と役職を分離して

おけば，納得のいく説明を実施す

ることが可能になります。

　先ほどの例でいえば，「営業部

員は入社時から役職が付いている

ことがあるが，それは取引先との

関係上の問題であって，等級（本

人の格付け）が高いということで

はない」というように説明するこ

とができるのです。

　なお，等級は人事評価をもとに

決定して基本給で処遇し，役職は

昇進試験をもとに決定して役職手

当で処遇するのが一般的です。

技能承継を促すためには

　役職が硬直するのを防ぐため，

役職定年制や役職任期制を採用す

る企業がありますが，技能承継を

期待するなら，それだけでは不十

分です。

　弊社のヒアリング調査では，「最

近になって会社が技能承継を強く

推進し始めたが，若手社員に技能

を伝えた後は，自分たちはどうな

るのか」と気にしている管理職者

が非常に多くいます。

　事業承継が課題という中小企業

は多いため，事業承継における重

要課題である技能承継について，

いきなり声高に推進し始めること

がありますが，そのような場合，

何の対策も講じていないと，管理

職者は「技能を引き継いだら自分

たちは用済みなのか」と不安にな

ります。

　これも「そんなことはないから

大丈夫」などと言って個人のやる

気に期待するのではなく，仕組み

で解決することが望ましいといえ

ます。例えば，専任職のような形

で，後進の人材に技術を伝える役

職として，「相談役」などの役職

の導入を検討するのもよいでしょ

う。そうすることで，管理職者は，

技能承継後の自分のイメージを具

体的に持つことができ，安心して

人材育成を進めることができるよ

うになります。

脱アカデミックで現場志向に！

　人事の専門性が高い方はどうし

ても専門的知識を駆使し，等級基

準書などを作り込みたくなるのです

が，等級基準の設定のポイントは，

人事関係者だけが理解できる内容

ではなく，社内全体で共有でき，現

場に浸透する内容かどうかです。

　仕組みで解決することが人事制

度の本質であるのにもかかわら

ず，現場の社員が理解できないの

では本末転倒なのです。

　それでは，次回は，弊社のコン

サルティング事例をもとに，現場

志向型の人事評価制度についてお

伝えさせていただきます。

■大橋 高広（おおはし たかひろ）　株式会社NCコンサルティング 代表取締役社長

経済団体に就職し中小企業への経営支援に従事。その後，中堅製造業の総務経理を経て，株式会社NCコンサルティングを設立。現在は，

採用・育成・定着などの悩みを抱えている中小企業に対し，現場の社員の声を反映する独自のメソッド「現場志向型人事」により，机上の

空論ではなく現場で実践できる人事コンサルティングを提供している。著書として，『社員が育つ！辞めなくなる！人事部のつくりかた』（主

婦の友社）がある。  

▲

座右の銘「やっぱり最後は人である」

http://www.nc-consul.com/　　http://www.ohashitakahiro.com/


